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廃炉のための研究開発に

国内外の叡智を結集

一元的なマネジメントで取り組む



ご挨拶

　技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID）は、2013年8月の設立以来、福島第一原子

力発電所の廃炉作業に必要な技術の研究開発を喫緊の課題として取り組んでまいりまし

た。2014年8月に原子力損害賠償支援機構が原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）に

改組されてからは、廃炉戦略の立案・研究開発プランを策定するNDF、現場作業を担う東京

電力、廃炉に必要な技術の研究開発を実施するIRID、という役割分担が明確化され、国を含

む4者が密接に連携しながら福島第一原子力発電所の廃炉に取り組んでいるところです。

　その結果、原子炉格納容器の内部調査技術や、燃料デブリ位置を宇宙線ミュオンで検知す

る技術の開発などにより原子炉内の状況が少しずつ明らかになる一方、燃料デブリ取り出し

までに乗り越えるべき大きな技術的な課題も見えてきています。

　そうした中、2015年6月に改訂された政府の「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃

止措置等に向けた中長期ロードマップ」（以下、中長期ロードマップ）において燃料デブリ取り

出しのマイルストーンが明示されました。また、中長期ロードマップに技術的根拠を与える「福

島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2016」も2016年7月にNDFにより更

新され、燃料デブリ取り出しに向けた研究開発は、まさにこれから正念場を迎えようとしてい

ます。

　東日本大震災により、福島第一原子力発電所が事故を起こしてから5年以上が経ちました

が、福島ではいまだに多数の住民の皆様が避難生活を余儀なくされ、福島第一の廃炉作業に

対しては、多くの国民の方が不安を感じておられます。避難されている皆様の一日も早いご

帰還を実現し、国民の皆様の不安を払しょくするためには、福島第一の廃炉を安全かつ確実

に進めることが必要です。

　IRIDは、国内外の叡智を結集し、廃炉に必要な研究開発を効率的・効果的に実施するとい

う設立目的に沿い、廃炉に向けた研究開発において着実な成果を上げるという責任をしっか

りと果たしてまいる所存です。

　これからも皆様方のご支援並びにご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

アイリッド

技術研究組合 国際廃炉研究開発機構

剱田 裕史
け  ん  　 だ 　 　  　ひ ろ 　 ふ み

理事長
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――――― IRIDが目指すこと

目的

原子力発電所の廃炉に関する試験研究、その他組合員の技術水準
の向上および実用化を図るための事業を行うこと。

基本理念

廃炉技術の基盤強化を視野に、当面の緊急課題である福島第一
原子力発電所の廃炉に向けた技術の研究開発に全力を尽くします。

行動理念

１．極めて難しい多くの技術課題に直面している中、早期に現場に 
 適用できる最良の技術・システムを開発・提案するための統合的 
 なマネジメントを進めながら、効果的・効率的に研究開発に取り 
 組みます。

2．組合員はもとより関係機関との協働を進め、国内外の叡智を結集 
 することにより、最善の研究開発体制を構築します。

3．大学・研究機関との連携等を含め、廃炉や関連技術の分野で 
 次世代を担う人材の育成・確保を図るための取り組みを積極的に 
 推進します。

4．福島をはじめとする国民の皆さまや国際社会からの理解・安心を 
 得るために、研究開発活動・成果に関する情報の発信・公開に努め 
 ます。

5．これらの研究開発活動を通して、国際的な研究拠点（センター・ 
 オブ・エクセレンス）を形成し、廃炉、福島復興の加速化、国際社会 
 における技術力の向上に貢献していきます。

私 た ち
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事業費（補助金）

成果報告

助言・指導

報告

報
告

予
算
交
付

進捗状況・課題の共有

基礎研究
・基礎的解明　
・新規アイデア　
・人材育成・教育

研究開発の体制

中長期ロードマップに示された廃炉工程
　「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（中長期ロードマップ）は、現時点の知見や
号機ごとに異なる状況の分析をもとに策定されているもので、2015年6月12日に第３回目の改訂がなされました。その中で、
今後の現場状況や研究開発成果等によって見直しが行われることを前提に、廃炉工程の目安も示されています。

　廃炉作業終了までの期間を第１期～第３期までの３つに区分し、現在は第２期の燃料デブリの取り出し準備のための研究開発
を進めています。ＩＲＩＤでは、宇宙線ミュオンを活用した炉内透視やロボットを活用した格納容器内部調査などにより、これまでは
解析コードなどを用いて類推していた内部の情報について、視覚的な確認も行っています。こうして、少しずつではありますが、
廃炉のための研究開発を進めていくうえでの技術的な難しさや課題、廃炉の方法について、さまざまな新しいアプローチが検討
できるデータが積み上がってきています。

中長期ロードマップの期間区分と研究開発体制

2021年12月～
安定化に向けた取り組み

（ステップ 1, 2 完了） 第 3 期第 2 期第 1 期 

・冷温停止状態の達成
・放射性物質放出の
  大幅な抑制

目標：ステップ2完了から
       2年以内

使用済燃料プール内の
燃料取り出し開始まで
の期間 目標：ステップ2完了から10年以内

・号機ごとの燃料デブリ取り出し方針の決定
 （2017年目処）
・初号機の燃料デブリ取り出し方法の確定
 （2018年度上半期）
・初号機の燃料デブリ取り出しの開始（2021年内）

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間

目標：ステップ2完了から
       30～40年後

廃炉終了までの期間

2011年12月 2013年11月 30～40年後

IRID の役割
　福島第一原子力発電所の廃炉に向けた役割分担について
は、廃炉戦略の立案・研究開発プランの策定を行う「原子力
損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）」、現場作業を担う「東京
電力福島第一廃炉推進カンパニー」、研究開発を実施する
「IRID」の 3者が緊密に連携し、一体となって取り組む体制が
確立されました。
　IRIDは、その一翼を担う組織として、研究開発活動を通じ
て、福島第一原子力発電所の廃炉に係るリスク低減とそれに
向けた安全確保、環境保全など、福島県や国民の皆さまの
安心につながるよう、積極的に取り組んでいきます。

　IRID は、福島第一原子力発電所の廃炉に必要となる研究
開発に中心的に関わる18法人が集まった組織体です。
　将来的には、わが国全体の廃炉において必要となる廃炉
技術、あるいは関連技術の涵養・蓄積と高度化を目指して
いきますが、当面は福島第一原子力発電所の廃炉を喫緊の
課題として、国の中長期ロードマップに基づく研究開発に
取り組んでいきます。
　福島第一原子力発電所のような世界的にも前例のない
極めて困難な廃炉事業を進めていくために、IRIDは国内外の
叡智を結集し、廃炉に必要な研究開発を効率的・効果的に
実施していきます。

福島第一原子力発電所の廃炉プロジェクトに係る関係機関の役割分担

IRIDの役割

現在

中長期ロードマップの期間区分

基盤的研究

・特殊な研究施設・装置
・基盤的データの採取

応用開発
・新技術の適用　
・機器・装置開発
・性能実証　・安全データ取得

実用
・現場ニーズ　
・現場条件
・規制要求
・性能保証

知
識・研
究
者
の一体
化

東京電力

　JAEA（日本原子力研究開発機構）

IRID等の研究機関

大学・研究機関

経済産業省：廃炉・汚染水対策事業等

〈出典〉2015年6月12日　中長期ロードマップ（第3回改訂）をもとに作成

進捗管理

報告

報
告
・
申
請

監
視
・
審
査

報
告

重
要
課
題
の
提
示

研究開発のための基金
原子力規制委員会
安全規制の実施

原子力損害賠償・
廃炉等支援機構（ＮＤＦ）

IRID

大方針の策定・進捗管理

戦略策定と技術的支援
研究開発の実施

● 中長期戦略の策定
● 重要課題の進捗管理・技術支援
● 研究開発の企画と進捗管理 等

● 使用済燃料プールからの燃料取り出しに
　 係る研究開発
● 燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発
● 放射性廃棄物処理・処分に係る研究開発

政府

● 中長期ロードマップの策定 等

東京電力 
(福島第一廃炉推進カンパニー)

廃炉の着実な実施
● 使用済燃料プールからの燃料取り出し
● 汚染水対策
● ガレキ・廃棄物等の保管・管理
● 安全品質確保、労働環境の改善 等

研究開発の提案
開発成果の実用化・情報提供 研究開発ニーズ

IRIDは、基盤的研究から実用まで
担っています。

（完了）
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東京電力

　JAEA（日本原子力研究開発機構）

IRID等の研究機関

大学・研究機関

経済産業省：廃炉・汚染水対策事業等

〈出典〉2015年6月12日　中長期ロードマップ（第3回改訂）をもとに作成
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廃炉等支援機構（ＮＤＦ）
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大方針の策定・進捗管理

戦略策定と技術的支援
研究開発の実施

● 中長期戦略の策定
● 重要課題の進捗管理・技術支援
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● 使用済燃料プールからの燃料取り出しに
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● 燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発
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(福島第一廃炉推進カンパニー)
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事業内容 1－廃炉に関する研究開発

　IRIDでは、中長期ロードマップに沿った福島第一原子力発電所の廃炉を進めていくための研究開発を行っています。その中で
最も重視しているのは、廃炉の戦略をより高度化していくことです。そのために、東京電力や関係機関等とタイアップして、エンド
ステート（最終の最適な姿）をどうしていくのかを見据えながら、他に最適な方法がないか、リスクを下げるにはどうしたらよいの
か、といったことを検討しています。
　なお、IRIDの行う廃炉に関わる主な研究開発は、「使用済燃料プールからの燃料取り出しに係る研究開発」、「燃料デブリ取り出し
準備に係る研究開発」、「放射性廃棄物の処理・処分に係る研究開発」の3つです。

　福島第一原子力発電所1～3号機は、電源の喪失により、原子炉圧力容器内への注水が停止しました。その結果、原子炉圧力
容器内の燃料が空焚き状態になり、燃料自体が溶融する2,000℃以上の高温に達したものと考えられます。
　高温となった燃料は、制御棒や原子炉圧力容器内の構造物とともに溶融し、原子炉圧力容器の底部や、一部は原子炉格納容器
の底部まで到達して、冷えて再び固まっていると推定されます。こうして溶けて固まった物質を「燃料デブリ」といいます。
　原子炉格納容器内は、現在も放射線量がきわめて高く、人が近寄ることができないため、燃料デブリの形状や位置は、解析に
よって推測しているのが実情です。
　廃炉作業を進めていくためには、この燃料デブリを取り出し、安全で安定した状態で保管することが必要です。

　燃料デブリの取り出しにあたっては、米国スリーマイル島原子力発電所事故を先行事例として、燃料デブリを全て水に浸す
「冠水工法」を基本として検討を進めてきました。この理由は、水による放射線の遮蔽効果が期待できるとともに、デブリ回収の
ための加工においても粉塵が飛び散らず、結果として、作業員の被ばく低減などにつながる利点があるためです。
　しかし、冠水するためには、福島第一原子力発電所のような過酷な事故の影響を受けた原子炉格納容器の上部まで水で満たす
必要があります。その補修・止水作業のためには、多くの難しい開発課題を抱えており、冠水することが困難となる場合も想定され
ることから、原子力損害賠償・廃炉等支援機構（ＮＤＦ）は、「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン
2015」（2015年4月策定）において、冠水工法だけでなく、燃料デブリを気中に露出した状態で取り出す「気中工法」もあわせて
検討する必要性を示しました。
　また、技術開発の進捗状況や実現可能性、リスク管理の観点を踏まえつつ、原子炉格納容器の水位レベルや燃料デブリへの
アクセス方向（上・下・横）を考慮した燃料デブリ取り出しの工法オプションとして、重点的に取り組む３工法を示しました。

IRIDの研究開発 燃料デブリとは

燃料デブリ取り出しのための工法オプションの検討原子炉建屋の概要とIRIDにおける研究開発

燃料デブリ： 高温となった燃料が、制御棒や原子炉圧力容器内の構造物
とともに溶け、冷えて再び固まった物質。

使用済燃料プール： 原子炉で使用した燃料（使用済燃料）を核分裂生
成物の崩壊による発熱が弱まるまでラックに挿入して水中貯蔵・保管する
ための水槽で、原子炉建屋の最上階に設置されている。

原子炉圧力容器（RPV）： 燃料集合体を収める鋼鉄製の円筒形容器。原
子炉圧力容器の中では核分裂エネルギーによって高温・高圧の水や水蒸
気が生じるため、高温・高圧に耐えることができる容器で、冷却系統設
備などとともに原子炉格納容器内に収納されている。

原子炉格納容器（PCV）： 原子炉圧力容器や冷却系統設備など重要な
機器を覆う鋼鉄製の容器。原子炉の事故、原子炉冷却系の破損などの
異常時の際、放射性物質が外部に放出されるのを防ぐ役目をする。なお、
福島第一原子力発電所 1～3 号機の原子炉格納容器は、フラスコ型のド
ライウェル、ドーナツ型のサプレッションチェンバー、それらを接続するベ
ント管で構成される。

ドライウェル（D/W）： 原子炉格納容器のうち、原子炉圧力容器等を格納
するフラスコ型の容器で、事故時に放射性物質を閉じ込める安全設備。

サプレッションチェンバー（S/C）： 圧力抑制室。原子炉建屋の地下階にあ
るドーナツ型の容器で水を貯蔵した設備。原子炉配管破断事故時に発生し
た蒸気を凝縮し、過大圧力を抑制する設備。また、炉心冷却水喪失事故時
に緊急炉心冷却装置（ECCS）の水源の一部になる重要な部分。

ベント管： 原子炉配管破断事故時に発生した蒸気をドライウェルからサプ
レッションチェンバーへ導くための接続配管であり、福島第一原子力発電所
1 ～ 3 号機の原子炉格納容器には各 8 本ずつ設置されている。

トーラス室： 原子炉建屋の地下階に、トーラス形状（ドーナツ状）の圧力
抑制室（サプレッションチェンバー）が配置されている部屋のこと。
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米国・スリーマイル島原子力発電所2号機で
取り出された燃料デブリ
　　（提供）日本原子力研究開発機構（JAEA）

（参考）

冠水-上アクセス工法 気中-上アクセス工法 気中-横アクセス工法

重点的に取り組む燃料デブリ取り出し３工法の概念図

燃料デブリ上方の炉内構造物取り出しが
完了していることを前提としたイメージ

燃料デブリ上方の炉内構造物取り出しが
完了していることを前提としたイメージ

PCV内RPVペデスタル外側の機器、干渉物撤去
が完了していることを前提としたイメージ

〈出典〉NDF「東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2016」
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事業内容 1－廃炉に関する研究開発

IRIDの研究開発プロジェクトの
概要図

燃 料 デ ブリ取 出 技 術

固体廃棄物の
処理・処分技術

格納容器
補修・止水技術

炉内調査・解析（性状把握）技術

炉内調査技術

宇宙線ミュオンを活用した
圧力容器内部の燃料デブリ
分布の調査技術

計測画像シミュレーション

使用済燃料プールからの
燃料の取り出しに係る
研究開発

燃料デブリ検知技術

ミュオン
検出器

原子炉格納容器
内部調査技術
内部調査ロボット
の開発

原子炉圧力容器内部調査技術

炉内構造物の部分模擬試験体を用いた
穴開け加工の要素試験状況

事故進展解析及び
実機データ等による
炉内状況把握

燃料デブリ性状把握物理現象モデルの
改良

模擬デブリを用いた特性把握

原子炉格納容器漏えい箇所の補修・止水技術

実規模試験
試験準備状況

・燃料集合体の長期健全性評価
 （保管環境を想定した腐食試験や実機燃料調査）
・損傷燃料の処理方法の検討とその影響評価

腐食評価

保管燃料の状態調査

臨界管理の基本的な考え方

燃料デブリ・炉内構造物の取出技術

燃料デブリ収納・移送・保管技術

除染・線量低減技術
オペ レーティングフロア

圧力容器（RPV）

シールドプラグ
使用済
燃料

プール

格納容器（PCV）

トーラス室

ベント管
圧力抑制室

（S/C)
シュラウド 圧力容器壁

ジェットポンプ

燃料支持金具

CR案内管

CRDハウジング

炉心

溶融炉心
炉心支持板

粒子状デブリ
金属層
溶融プール

格納容器床
サンプピット

凝固クラスト

PCV水張り デブリ取り出し
臨界管理
方法

純水 ホウ酸水 未臨界を確認しながら
取出し未臨界を確認しながら

段階的な水張り
同左

臨界防止
（PS）

水張り速度制限によ
り、未臨界を確認しな
がらの段階的水張り

●ホウ酸による臨界
防止

●デブリ近傍の臨界近接検
知システムの未臨界監視

●溶解性／非溶解性吸収剤
による臨界防止

臨界時
影響緩和
（MS）

ガスサンプリング系FPガンマ再臨界検知シ
ステムの臨界検知、ホウ酸水投入で臨界終息

同左

原子炉建屋内の遠隔除染技術
作業台車

上部階用除染装置（吸引・ブラスト装置搭載）

搬送台車
支援台車

中継台車

ALPSの運転により
生じた放射性廃棄物
（スラリー）の
分析データ

ALPSスラリーの
脱水処理を
検討するための
加圧ろ過試験装置

吸着など各種の試験に用いる
実規模吸着塔の外観

吸着塔
塩水タンク

試験棟
作業フロア

実規模試験体試験体移動レール
昇温・給水設備

濁水処理設備

研
究

管
理
棟 1号機　S／C脚部補強埋設範囲（緑） 10m

S/C脚部補強打ち上がり性状確認試験
（1/1スケール：2・3号機を模擬）

止水材
（水中不分離コンクリート）

ダウンカマ長距離流動試験状況　

穴開け位置上方からの
穴開け加工

上部格子板

蒸気乾燥器

上方からの
穴開け加工

穴開け位置

S/C模擬試験体 ←打設管
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原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術

原子炉格納容器（PCV）内部調査技術

宇宙線ミュオンを利用した原子炉内部透視技術

Information
IRIDの研究開発の詳細はホームページや
パンフレット等で紹介しています。
これらはIRIDのホームページに掲載して
いますので、是非ご覧ください。

IRIDホームページ http://irid.or.jp/ Robots平成27年度版
研究開発成果概要

ミュオン
検出器 ミュオン

装置設置位置
（原子炉建屋西側）

N

2号機原子炉建屋
（１階断面図）

写真撮影方向

■ 2号機における透過法による原子炉内燃料デブリ測定＊

（小型装置，約1m×1m×高さ1.3m）

圧力容器底部に燃料デブリと思われる高密度物質の影を確認した。

北 南水平距離（ｍ）

高
さ
O
P（
ｍ
）

※1ピクセルの大きさ～原子炉断面において約25cm相当

圧力容器下部の構造

＊2号機における測定は、ＩＲＩＤ事業の一環として東京電力ホールディングス（株）により実施されました。

１号機の測定に使用した装置より接地面積が約
５分１に小型化することにより、測定装置を原子
炉建屋により接近させることが可能となり、原
子炉圧力容器底部まで隈なく測定ができた。

事業内容 1－廃炉に関する研究開発

主な研究開発トピック

■ 2号機PCV内部調査ロボット
２号機PCVのペデスタル内部の調査のために
開発しました。ペデスタル内に入ったのち、この
ロボットはサソリのように尾部を持ち上げた形状
となることで、その視野を向上させています。

地表面上には、宇宙線が大気と衝突して発生したミュー粒子（ミュオン）が毎秒手のひらに約１個降り注いでいます。ミュオンは非常に
物質の透過力が高い性質を有しますが、物質を通過する過程で電子との相互作用によりエネルギーの一部を失い透過できないミュオ
ンや、原子核との相互作用で進行方向を曲げられるミュオンがあります。ＩＲＩＤでは、透過法技術を用いて前者の現象を、散乱法技術
を用いて後者の現象をとらえる装置を国内外の研究機関＊と連携して開発しました。２０１５年には、透過法を用いて福島第一原子力発
電所１号機を、2016年には同2号機を観測することにより内部を透視することに成功しました。その結果、１号機には、元々の炉心位置に
は燃料がほとんど存在しないこと、2号機では圧力容器底部に燃料デブリと考えられる高密度の物質が存在していることと考えられる情
報が得られました。 *高エネルギー加速器研究機構（ＫＥＫ）、ロスアラモス国立研究所（LANL）など

地表において、ミュオンは手のひら
サイズに毎秒約1個降り注ぐ

＊図は、IRIDで検討したコンセプトを踏まえた
　イメージ案です。
　実調査では、変更の可能性があります。 

■ 1号機PCV内部調査ロボット
　 （形状変化型ロボット）

１号機ペデスタル外地下階調査（イメージ）

原子炉に降り注ぐミュオンを測定し、測定されるミュオン量からミュ
オン飛来方向の物質の有無や物質密度の大小を測る（イメージ図）

■ Ｓ／Ｃ内充填による止水試験を実施
S／C内を模擬した1／1スケールコンクリート止水試験を実施
原子炉格納容器（以下、PCV）を水で満たすため、PCVに接続されてい
るベント管を止水するほか、サプレッションチェンバー（以下、S／C）から
他系統への水の流出を防止するため、S／C内をコンクリートで充填し止
水する方法を開発しております。
このS／C内充填止水を検証するため、2016年10月15日にS／C内充
填止水試験を実施しました。
ここではS／C内にあるストレーナ・クエンチャ及びS／C表面シェルの損
傷孔（φ50mm）を模擬した試験体を製作。これらの機器・損傷孔の止水
可否を確認することを目的に試験体内へコンクリートを打設しました。
コンクリートは水中を流動しながら徐々に堆積し、損傷孔、クエンチャ、ス
トレーナを順に埋設していき、最終的にそれまで流れ出ていた流水を止
めることに成功しました。

■JAEA楢葉遠隔技術開発センターでの実規模試験
技術開発の最終段階として現場適用性を確認するため、以下の3
工法についてJAEA楢葉遠隔技術開発センターでの実規模試験
を行う計画です。このうち、③S／C脚部補強技術の施工性確認試
験について2016年11月よりJAEA楢葉遠隔技術開発センターで
の実規模試験を開始しました。

①ベント管止水技術
原子炉格納容器（PCV）からの漏えいの主経路となるベント管を
止水し、水張りが出来る状態にすることを目的とした技術。

②サプレッションチェンバー（S／C）内充填止水技術
S／C内外の流路となる配管端部（クエンチャ、ストレーナ）及びS／C
の損傷部（φ50mm以下を想定）を止水することを目的とした技術。

③サプレッションチェンバー脚部補強技術
S／C内充填止水により止水材の充填による重量増加が見込まれ
るため、S／Cを支える脚部の耐震補強を目的とした技術開発。

試験の様子 埋設前のストレーナの様子コンクリート打設中の試験体内部の様子

打設ホースの模擬トーラス室への降下作業 補強材（モルタル材）を送るための
ミキサ・アジテータ圧送ポンプ

モニターを通しての遠隔作業

ストレーナ

Ｓ／Ｃ内充填止水

ベント管止水

D/W側のMS真空破壊弁から
S/C内への流水経路

S/Cからトーラス室への漏水経路

止水想定対象箇所

クエンチャ

Ｓ／Ｃ表面シェル損傷部

ストレーナ

当該箇所からの系統漏えい

止水対象箇所概要図　PCV下部補修の概要（1F－2の例）

試験体（養生の内部に設置）

クエンチャ

S／C S／C

補強材充填
補強材充填
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原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術
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可否を確認することを目的に試験体内へコンクリートを打設しました。
コンクリートは水中を流動しながら徐々に堆積し、損傷孔、クエンチャ、ス
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験について2016年11月よりJAEA楢葉遠隔技術開発センターで
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①ベント管止水技術
原子炉格納容器（PCV）からの漏えいの主経路となるベント管を
止水し、水張りが出来る状態にすることを目的とした技術。

②サプレッションチェンバー（S／C）内充填止水技術
S／C内外の流路となる配管端部（クエンチャ、ストレーナ）及びS／C
の損傷部（φ50mm以下を想定）を止水することを目的とした技術。
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試験の様子 埋設前のストレーナの様子コンクリート打設中の試験体内部の様子

打設ホースの模擬トーラス室への降下作業 補強材（モルタル材）を送るための
ミキサ・アジテータ圧送ポンプ

モニターを通しての遠隔作業

ストレーナ

Ｓ／Ｃ内充填止水

ベント管止水

D/W側のMS真空破壊弁から
S/C内への流水経路

S/Cからトーラス室への漏水経路

止水想定対象箇所

クエンチャ

Ｓ／Ｃ表面シェル損傷部

ストレーナ

当該箇所からの系統漏えい

止水対象箇所概要図　PCV下部補修の概要（1F－2の例）

試験体（養生の内部に設置）

クエンチャ

S／C S／C

補強材充填
補強材充填
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日米廃炉・除染 福島復興フォーラムでの講演（2016年2月24日）IAEA廃止措置・環境修復国際会議（2016年5月23日）

海外への情報発信

海外の研究機関との共同研究

国際関係機関等が主催するフォーラム等で IRID の研究開発成果を紹介しています。

国際顧問
　国際顧問は、IRIDの理事会に対して、組織運営・マネジメント等につ
いてアドバイスを行うことを目的として設置した諮問組織で、海外の
原子力関連の専門家3名で構成しています。
　IRIDの国際的取り組みや運営の方針等に関して議論を行うととも
に、今後の課題や改善点についてアドバイスをいただいています。

事業内容 2－国際関係機関との協力の推進

ウランを用いた大規模な模擬デブリの作製や分析を、海外の研究機関と協力して進めています。

数10kg規模のウラン燃料や
被覆管等の材料を混合溶融
し、原子炉機器等の金属と反
応させることで非均質な溶融
固化体を作製します。この試
料を用いて、金属とセラミッ
クスの混合状態やその境界部
の性状について確認します。

■ カザフスタン国立原子力研究センター（NNC）

CEAで過去に実施した、数10kg規模のウランを用いた
溶融炉心とコンクリートとの反応（MCCI）試験における
生成物を用いて、生成物の特性を予測するための性状
分析を実施します。

■ フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）

コリウム/コンクリート
境界部（垂直方向）

コリウム/コンクリート
境界部（水平方向）

上部酸化物クラスト

コリウム酸化物相

連続的金属相

シリカ系コンクリート

海外の原子力機関との技術協力

損傷燃料の取り扱い方法や取り出した燃料の保管時の
安全性について議論しました。その結果を燃料デブリ
収納缶の開発に活かしています。

■ ハンガリー・パクシュ原子力発電所にて

損傷燃料の取り出しや取り出し後の保管
方法及び臨界管理について情報交換する
とともに廃止措置全般についても意見交
換しました。

■ 英国・セラフィールド社にて

TMI－ワークショップに参加し、TMI-Ⅱでの経験・
知識の伝授と福島への適用について意見交換
しました。今後の福島の廃止措置にむけて活か
していきます。

■ 米国・アイダホ国立研究所にて

燃料デブリとコンクリートとの反応に関す
る試験等に豊富な知見を有する技術者と
その反応や生成物等について情報交換
をしました。

■ 米国・アルゴンヌ国立研究所にて

原子炉の廃止措置や損傷燃料の取り扱い経験を有する海外の原子力機関との技術協力を進めています。

■ オーストリア・ウィーンのIAEA本部にて

多くの国の技術者からなる IAEA
の専門家チームと福島第一原子
力発電所の廃炉作業の考え方を
議論しました。また、今後さらに
重要となる技術情報の収集方法
についてアドバイスをいただき
ました。

国内外の叡智を結集するため、IRIDは「開かれた体制」の運営方針のもとで、海外の関係機関や専門家との関係を強化して
活動しています。

■ 日 程
・ 2014年  1 月  9日～10日　　　第1回会合開催
・ 2014年11 月17日～19日　　　第2回会合開催
・ 2015年12 月  2日～  4日　　　第3回会合開催
・ 2016年11 月30日～12月2日 第4回会合開催

レイク・バレット氏（アメリカ）：      
 独立コンサルタント(米国・スリーマイル島原子力発電所事故時米国 
 原子力規制委員会[NRC]現地責任者)

メラニー・ブラウンリッジ教授（イギリス）：    
 英国原子力廃止措置機構（ＮＤＡ）技術担当本部長

ルイス・エチャバリ氏（スペイン）：     
 OECD/NEA前事務局長（IAEA国際原子力安全グループ（INSAG）等の 
 経験を有する）

■ メンバー

第４回国際顧問会議（2016年11月30日）※

※左からブラウンリッジ教授、エチャバリ氏、バレット氏

（1）岩盤状（徐冷条件） （2）粉・粒状（水冷条件）

燃料デブリ

ステンレス
鋼板が溶融
した部位

燃料デブリ
固定リング 粉・粒状固化体

ステンレス
鋼板

岩盤状固化体

カザフスタンNNCにおけるUO₂を用いた金属セラミックス溶融固化体の作製
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Information ― ＩＲＩＤ用語集をホームページで公開しています ― 
ＩＲＩＤ用語集は、「日英翻訳用語集」（約2,500語）と 
「原子力略語集」（約12,000語）で構成しています。

本用語集を、今後、廃炉事業に携わる国内外の企業や 
学生の皆さまにもご活用いただき、福島第一原子力発電所
の廃炉の推進に少しでもお役に立てれば幸いです。

ホームページＵＲＬ     
 ▶ http://irid.or.jp/glosy_index.html

（注）当システムは「Internet Explorer」のみ作動。 他のブラウザではご利用いただけません。 IRID用語集の検索システム

大学とのスモールワークショップなどを通じての人材育成

学会等の各種機関での講演やイベント等に積極的に参加しています。
4. 各種イベントへの参加

国の廃炉プロジェクトの一部を分担実施し
ていただいた大学との連携の強化、若手
研究者とのコミュニケーションを深めるた
めの活動を積極的に進めています。

1. 大学とのスモールワークショップ

　2016年度のシンポジウム（東京開催）は、「廃炉の未来を担う」と題して、これからの廃止措置を担っていく若手研究者、技術者の育成
に資することを主目的として開催、当日は約400名の方にご参加いただきました。
　またシンポジウム前日には、シンポジウムにパネル出展をした学生や大学院生、日本原子力学会関東・甲越支部管内の関係大学の学
生の皆さまによる、福島第一原子力発電所および JAEA楢葉遠隔技術開発センターのサイト見学が行われました。

３． IRIDシンポジウムの開催

大学・研究機関等に出向き、情報発信を通じての人材育成に積極的に取り組んでいます。
2. 大学・研究機関等への情報発信

大学と連携した研究開発（実績） ● ロボットの周辺状況の分かりやすい表示
● 多関節マニピュレータの操作性向上
● 遠隔操作の省人力化や台車間の位置調整

カメラやレーザセンサによる３次元計測情報をロボット
周囲にマッピングし、判り易く表示させるシステムを開発

周辺把握能力向上 【筑波大学 坪内研究室】

多関節マニピュレータの操作性向上のため、
直感的にセルフモーション*の運動指令がで
きる操作インターフェースを開発

操作性向上 【神戸大学 横小路研究室】

ネットワーク上に
接続された複数の
制御機器で構成さ
れるシステムで、
特定の機器間での
データ通信処理を
容易に行う仕組み
の構築

省人力化や台車間位置調整 【芝浦工大松日楽研究室】

事業内容 3－研究開発を通じた人材育成

技術的
課題

カメラの種類や取付位置
や方向の変更に柔軟に
対応できるよう、画像補正
量を容易に調整できる
技術を開発

周辺把握能力向上 【東京大学 山下研究室】

シンポジウム講演会 展示ロボット説明 学生の施設見学

廃炉事業は、30～40年に亘る長期事業であるため、若い人に廃炉技術に係わる仕事に携わっていただく必要があります。
IRIDはこの分野に興味や関心を持っていただけるような人材の育成につながる取り組みを進めています。

大洗夏の学校での講演（２０１６年８月１日）

「サイエンスアゴラ2016」への出展（2016年11月）

「RADIEX2016環境放射能対策・廃棄物処理国際展」での講演（2016年10月）「2016秋の原子力学会」での発表（2016年９月）

「ロボットフェスタふくしま2016」への出展（2016年11月）

筑波大学とのスモールワークショップ
（２０１６年２月９日）

芝浦工業大学とのスモールワークショップ
（２０１６年９月２６日）

東北大学　原子炉廃止措置工学概論／特論（２０１６年９月１５日）

遠隔除染装置の操作性を向上させる技術について、
大学と連携して研究を進めました。

＊マニピュレータの手先
とベースを固定した状
態で全体の形を変化
させる動作

Super Giraffeで取得したデータの
3Dマッピング画面（開発中）

3Dセンサ情報やカメラ映像を用いた
周囲環境把握表示のイメージ

手先位置姿勢は
固定

9自由度マニピュレータのセルフモーション動作例 複数移動台車の協調移動制御システム構成

姿勢を変形
（肩部が前後に動くイメージ）

Super Giraffeの疑似俯瞰画像 MEISTeRの疑似俯瞰画像

福島工業高等専門学校での講演（２０１６年１０月２７日）
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Information ― ＩＲＩＤ用語集をホームページで公開しています ― 
ＩＲＩＤ用語集は、「日英翻訳用語集」（約2,500語）と 
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1. 大学とのスモールワークショップ

　2016年度のシンポジウム（東京開催）は、「廃炉の未来を担う」と題して、これからの廃止措置を担っていく若手研究者、技術者の育成
に資することを主目的として開催、当日は約400名の方にご参加いただきました。
　またシンポジウム前日には、シンポジウムにパネル出展をした学生や大学院生、日本原子力学会関東・甲越支部管内の関係大学の学
生の皆さまによる、福島第一原子力発電所および JAEA楢葉遠隔技術開発センターのサイト見学が行われました。

３． IRIDシンポジウムの開催

大学・研究機関等に出向き、情報発信を通じての人材育成に積極的に取り組んでいます。
2. 大学・研究機関等への情報発信

大学と連携した研究開発（実績） ● ロボットの周辺状況の分かりやすい表示
● 多関節マニピュレータの操作性向上
● 遠隔操作の省人力化や台車間の位置調整

カメラやレーザセンサによる３次元計測情報をロボット
周囲にマッピングし、判り易く表示させるシステムを開発

周辺把握能力向上 【筑波大学 坪内研究室】

多関節マニピュレータの操作性向上のため、
直感的にセルフモーション*の運動指令がで
きる操作インターフェースを開発

操作性向上 【神戸大学 横小路研究室】

ネットワーク上に
接続された複数の
制御機器で構成さ
れるシステムで、
特定の機器間での
データ通信処理を
容易に行う仕組み
の構築

省人力化や台車間位置調整 【芝浦工大松日楽研究室】

事業内容 3－研究開発を通じた人材育成

技術的
課題

カメラの種類や取付位置
や方向の変更に柔軟に
対応できるよう、画像補正
量を容易に調整できる
技術を開発

周辺把握能力向上 【東京大学 山下研究室】

シンポジウム講演会 展示ロボット説明 学生の施設見学

廃炉事業は、30～40年に亘る長期事業であるため、若い人に廃炉技術に係わる仕事に携わっていただく必要があります。
IRIDはこの分野に興味や関心を持っていただけるような人材の育成につながる取り組みを進めています。

大洗夏の学校での講演（２０１６年８月１日）

「サイエンスアゴラ2016」への出展（2016年11月）

「RADIEX2016環境放射能対策・廃棄物処理国際展」での講演（2016年10月）「2016秋の原子力学会」での発表（2016年９月）

「ロボットフェスタふくしま2016」への出展（2016年11月）

筑波大学とのスモールワークショップ
（２０１６年２月９日）

芝浦工業大学とのスモールワークショップ
（２０１６年９月２６日）

東北大学　原子炉廃止措置工学概論／特論（２０１６年９月１５日）

遠隔除染装置の操作性を向上させる技術について、
大学と連携して研究を進めました。

＊マニピュレータの手先
とベースを固定した状
態で全体の形を変化
させる動作

Super Giraffeで取得したデータの
3Dマッピング画面（開発中）

3Dセンサ情報やカメラ映像を用いた
周囲環境把握表示のイメージ

手先位置姿勢は
固定

9自由度マニピュレータのセルフモーション動作例 複数移動台車の協調移動制御システム構成

姿勢を変形
（肩部が前後に動くイメージ）

Super Giraffeの疑似俯瞰画像 MEISTeRの疑似俯瞰画像

福島工業高等専門学校での講演（２０１６年１０月２７日）
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技術委員会／専門委員

 

１．名称
技術研究組合 国際廃炉研究開発機構　　　　　　　　　　
略称：IRID「アイリッド」（International Research Institute 
　　　for Nuclear Decommissioning）

２．組合本部所在地
〒105-0003　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東京都港区西新橋２－２３－１　３東洋海事ビル５階　　　　　
電話番号　０３－６４３５－８６０１（代表）

３．設立年月日
2013年８月１日

４．事業内容
・廃止措置に関する研究開発　　　　　　　　　　　　　　 
　 ・廃止措置に関する国際、国内関係機関との協力の推進    
    ・研究開発に関する人材育成

５．組合員（18 法人）
国立研究開発法人：                                                   　
　日本原子力研究開発機構、産業技術総合研究所

プラント・メーカー等：　　　　　　　　　　　　　　　　
　（株）東芝、日立 GE ニュークリア・エナジー（株）、　　　　
　三菱重工業（株）、（株）アトックス

電力会社等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　北海道電力（株）、　東北電力（株）、
　東京電力ホールディングス（株）、　中部電力（株）、
　北陸電力（株）、　関西電力（株）、　中国電力（株）、 
　四国電力（株）、　九州電力（株）、　日本原子力発電（株）、
　電源開発（株）、　日本原燃（株）

６．役員
理  事 長：剱田 裕史　　　　　　　　　　　　　　　　　
副理事長：新井 民夫　　　　　　　　　　　　　　　　　
専務理事：吉澤 厚文　　　　　　　　　　　　　　　　　
理　　事：藤原 博次、魚住 弘人、門上 英、岸本 邦和、　　　 
               瀬戸 政宏、畠澤 守、松本 純、森山 善範　　　　　
監　　事：磯部 篤

７．職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　859 名※（役員を除く）

＜組織の設立＞
２０１３年８月１日　技術研究組合法に基づき、経済産業大臣に 
  より設立認可。
２０１３年８月８日　総会、理事会を開催し、活動開始。

＜組織の役割＞
将来の廃炉技術の基盤強化および関連技術の涵養・蓄積・
高度化を視野に、当面の緊急課題である福島第一原子力
発電所の廃炉に向けた技術の研究開発に対して、原子力損害
賠償・廃炉等支援機構、東京電力ホールディングス株式会社
とともに、全力を尽くします。

＜組織の体制＞
・ＩＲＩＤは、技術研究組合法により、総会を最高議決機関、理事会 
 を執行機関に置き、１７の法人を組合員として発足し、２０１４年 
 ５月に株式会社アトックスが加盟して、現在１８法人で構成 
 しています。

・理事は１１名、監事は１名で、理事には組合外（大学、企業）から 
 も任用しています。

・廃炉推進のため、国際顧問や技術委員会を設置し、グロー 
 バルで、最新かつ専門の知見をいただける体制としています。

・組織は、企画、人材育成、国際連携、広報を担う「開発計画部」、 
 研究開発を担う「研究管理部」、運営を担う「総務部」で構成 
 され、研究課題に対して、「廃棄物処理・処分技術」「格納容器 
 調査・補修・健全性評価技術」「燃料デブリ取出技術」「炉内・ 
 燃料デブリ評価技術」の４グループが専任的に対処します。

＜事業費の推移＞

組織概要

資料編

（2016年10月1日現在）

（2016年5月30日現在）

国 際 顧 問

総　　会

理 事 会

技術委員会

IRIDの組織体制

　IRIDでは、高い知見を有する外部の専門家からご助言をいただくために技術委員会を設置し、実現が極めて難しい技術
への最新知見に基づくアドバイス、プロジェクト全般にわたる計画の策定へのアドバイス、人材育成事業へのアドバイス
など、広い視野からの幅広いご意見をいただいています。
　また、専門委員の方々からは、個別のプロジェクトの研究計画、実施方法、結果の評価などに関するご意見をいただき、
研究開発に反映しています。

IRID専門委員によるロボット開発現場の視察（2015年5月22日）※
※遮蔽ブロック＆鉄板取外装置「TEMBO」

格納容器調査・補修・
健全性評価技術グループ

燃料デブリ取出技術
グループ

炉内・燃料デブリ
評価技術グループ

廃棄物処理・処分技術
グループ

研 究 管 理 部開 発 計 画 部

※組合員法人において当組合の研究に従事する者を含む
2015年度2014年度2013年度（8月～）

148

120

46

（億円）160

40

80

120

第6回技術委員会（2016年8月4日）

楢葉開発センター 経理グループ企画・管理グループ

国際・アカデミア連携グループ

広報グループ

総 務 部
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略称：IRID「アイリッド」（International Research Institute 
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２．組合本部所在地
〒105-0003　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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2013年８月１日

４．事業内容
・廃止措置に関する研究開発　　　　　　　　　　　　　　 
　 ・廃止措置に関する国際、国内関係機関との協力の推進    
    ・研究開発に関する人材育成

５．組合員（18 法人）
国立研究開発法人：                                                   　
　日本原子力研究開発機構、産業技術総合研究所

プラント・メーカー等：　　　　　　　　　　　　　　　　
　（株）東芝、日立 GE ニュークリア・エナジー（株）、　　　　
　三菱重工業（株）、（株）アトックス
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理　　事：藤原 博次、魚住 弘人、門上 英、岸本 邦和、　　　 
               瀬戸 政宏、畠澤 守、松本 純、森山 善範　　　　　
監　　事：磯部 篤

７．職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　859 名※（役員を除く）
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２０１３年８月８日　総会、理事会を開催し、活動開始。

＜組織の役割＞
将来の廃炉技術の基盤強化および関連技術の涵養・蓄積・
高度化を視野に、当面の緊急課題である福島第一原子力
発電所の廃炉に向けた技術の研究開発に対して、原子力損害
賠償・廃炉等支援機構、東京電力ホールディングス株式会社
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・ＩＲＩＤは、技術研究組合法により、総会を最高議決機関、理事会 
 を執行機関に置き、１７の法人を組合員として発足し、２０１４年 
 ５月に株式会社アトックスが加盟して、現在１８法人で構成 
 しています。
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 も任用しています。

・廃炉推進のため、国際顧問や技術委員会を設置し、グロー 
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　また、専門委員の方々からは、個別のプロジェクトの研究計画、実施方法、結果の評価などに関するご意見をいただき、
研究開発に反映しています。
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組合員の技術的能力
  １．国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
 福島第一原子力発電所の事故からの復旧対策及び復興に向けた取組みへの貢献を最重要事業と位置付けており、我が国 
 唯一の総合的原子力研究開発機関としてその科学的技術的専門性を有する。

  ２．国立研究開発法人産業技術総合研究所
 エネルギー・環境、生命工学、情報・人間工学、材料・化学、エレクトロニクス・製造、地質、計量標準の7つの領域にわたる研究 
 開発を行っており、本事業の実施において求められる幅広い科学的知見と技術的能力を有する。

  ３．株式会社 東芝
 プラントメーカーとして、廃炉・汚染水対策事業に関連した除染技術開発や格納容器の点検、補修技術開発、遠隔操作技術 
 開発等において、ノウハウ、経験、実績を有しており、開発成果を幅広く応用する能力を有する。

  ４．日立GEニュークリア・エナジー株式会社
 原子力発電所の計画、設計、製作から建設、保守サービス、さらには運転員訓練にいたるまで一貫した体制を整えており、 
 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期的取組に有用な技術開発能力を有する。

  ５．三菱重工業株式会社
 原子力発電プラント（PWR型）の基本計画から設計・製作・建設、保守・補修サービスの一連の事業を行う他、原子燃料、新型 
 炉プラント、原子燃料サイクルの各事業分野でも十分な技術蓄積があり、研究開発を計画する際のプロジェクト管理に非常 
 に有効であり、得られた成果を幅広く利活用・応用・展開する能力を有する。

  ６．株式会社 アトックス
 原子力関連施設全般の運転、点検・補修、除染、放射線管理等の分野において、ノウハウ、経験、実績を有し、現場実践能力が 
 高い。また、γ線照射施設等を所有し、除染関連技術において有用な開発能力を有する。

  ７．東北電力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、中国電力株式会社
 沸騰水型（BWR）原子力発電所の運転、保全等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、又、電力共同研究等により多くの 
 技術蓄積を有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて 
 開発成果を幅広く応用する能力も有する。

  ８．北海道電力株式会社、関西電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社
 加圧水型（PWR）原子力発電所の運転、保全等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、又、電力共同研究等により多くの 
 技術蓄積を有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて 
 開発成果を幅広く応用する能力も有する。

  ９．日本原子力発電株式会社
 国内初の商業用原子力発電所の廃止措置として東海発電所で本格的に解体作業を実施しており、安全で合理的な廃止措置 
 の実証というパイオニアとしての使命を担い、遠隔解体技術の確立、物量・放射能評価、廃棄物処理処分方法の確立、プロ 
 ジェクト管理システムの開発等を推進し、将来の廃止措置に役立つ技術を蓄積している。

１０．電源開発株式会社
 沸騰水型（BWR）原子力発電所の建設等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、電力共同研究等により多くの技術蓄積 
 も有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて開発成果を 
 幅広く応用する能力も有する。

１１．日本原燃株式会社
 ウラン濃縮、廃棄物埋設・管理、再処理、混合酸化物燃料製造並びに輸送に関する事業経験があり、又、電力共同研究等により 
 多くの技術蓄積を有する。特に、放射性廃棄物の処理・処分技術に関連した幅広いノウハウ、経験、実績は、本事業における 
 実施内容策定等のプロジェクト管理に有効である。

国の補助金を活用したIRIDの研究開発一覧
平成26年度補正予算および平成27年度補正予算　廃炉・汚染水対策事業費補助金

重点課題1 － 使用済燃料プールからの燃料取り出しに係る研究開発
重点課題2 － 燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発
重点課題3 － 固体廃棄物の処理・処分に係る研究開発

　(平成28年11月末 現在)※1

資料編
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組合員の技術的能力
  １．国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
 福島第一原子力発電所の事故からの復旧対策及び復興に向けた取組みへの貢献を最重要事業と位置付けており、我が国 
 唯一の総合的原子力研究開発機関としてその科学的技術的専門性を有する。

  ２．国立研究開発法人産業技術総合研究所
 エネルギー・環境、生命工学、情報・人間工学、材料・化学、エレクトロニクス・製造、地質、計量標準の7つの領域にわたる研究 
 開発を行っており、本事業の実施において求められる幅広い科学的知見と技術的能力を有する。

  ３．株式会社 東芝
 プラントメーカーとして、廃炉・汚染水対策事業に関連した除染技術開発や格納容器の点検、補修技術開発、遠隔操作技術 
 開発等において、ノウハウ、経験、実績を有しており、開発成果を幅広く応用する能力を有する。

  ４．日立GEニュークリア・エナジー株式会社
 原子力発電所の計画、設計、製作から建設、保守サービス、さらには運転員訓練にいたるまで一貫した体制を整えており、 
 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期的取組に有用な技術開発能力を有する。

  ５．三菱重工業株式会社
 原子力発電プラント（PWR型）の基本計画から設計・製作・建設、保守・補修サービスの一連の事業を行う他、原子燃料、新型 
 炉プラント、原子燃料サイクルの各事業分野でも十分な技術蓄積があり、研究開発を計画する際のプロジェクト管理に非常 
 に有効であり、得られた成果を幅広く利活用・応用・展開する能力を有する。

  ６．株式会社 アトックス
 原子力関連施設全般の運転、点検・補修、除染、放射線管理等の分野において、ノウハウ、経験、実績を有し、現場実践能力が 
 高い。また、γ線照射施設等を所有し、除染関連技術において有用な開発能力を有する。

  ７．東北電力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、中国電力株式会社
 沸騰水型（BWR）原子力発電所の運転、保全等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、又、電力共同研究等により多くの 
 技術蓄積を有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて 
 開発成果を幅広く応用する能力も有する。

  ８．北海道電力株式会社、関西電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社
 加圧水型（PWR）原子力発電所の運転、保全等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、又、電力共同研究等により多くの 
 技術蓄積を有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて 
 開発成果を幅広く応用する能力も有する。

  ９．日本原子力発電株式会社
 国内初の商業用原子力発電所の廃止措置として東海発電所で本格的に解体作業を実施しており、安全で合理的な廃止措置 
 の実証というパイオニアとしての使命を担い、遠隔解体技術の確立、物量・放射能評価、廃棄物処理処分方法の確立、プロ 
 ジェクト管理システムの開発等を推進し、将来の廃止措置に役立つ技術を蓄積している。

１０．電源開発株式会社
 沸騰水型（BWR）原子力発電所の建設等に関する多くのノウハウ、経験、実績を有し、電力共同研究等により多くの技術蓄積 
 も有する。これらの技術は本事業におけるプロジェクト管理に有効であり、原子力発電所の現場知見に基づいて開発成果を 
 幅広く応用する能力も有する。

１１．日本原燃株式会社
 ウラン濃縮、廃棄物埋設・管理、再処理、混合酸化物燃料製造並びに輸送に関する事業経験があり、又、電力共同研究等により 
 多くの技術蓄積を有する。特に、放射性廃棄物の処理・処分技術に関連した幅広いノウハウ、経験、実績は、本事業における 
 実施内容策定等のプロジェクト管理に有効である。

国の補助金を活用したIRIDの研究開発一覧
平成26年度補正予算および平成27年度補正予算　廃炉・汚染水対策事業費補助金

重点課題1 － 使用済燃料プールからの燃料取り出しに係る研究開発
重点課題2 － 燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発
重点課題3 － 固体廃棄物の処理・処分に係る研究開発

　(平成28年11月末 現在)※1

資料編

重点
課題 事業名 主な事業内容 事業期間 予算 事業費上限

（補助率）※ 2

1
使用済燃料プールから取り出した
燃料集合体の長期健全性評価

（1）燃料集合体の長期健全性評価技術の開発
（2）長期健全性に係る基礎試験 等

平成 27.4.1
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 7億円（100%）

2

燃料デブリの性状把握
（1）炉内の燃料デブリ性状の推定
（2）模擬デブリを活用した特性評価
（3）燃料デブリ等の分析要素技術の開発 等

平成 27.4.1
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 20億円（100%）

燃料デブリ・炉内構造物取り出し
工法・システムの高度化事業

（1） 燃料デブリ・炉内構造物取り出し方針決定に向けたプラ
ント情報の整理

（2）燃料デブリ・炉内構造物取り出し工法・システム・装置
の検討 等

平成 27.9.15
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 15億円（100%）

燃料デブリ・炉内構造物取り出しの
基盤技術開発事業

（1）各要素試験の総合調整及び要素試験の結果分析
（2）工法実現性の見極めに必要な要素試験 等

平成 27.9.15
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 40億円（100%）

燃料デブリ収納・移送・保管技術の
開発 

（1）破損燃料輸送・貯蔵に係る調査及び研究計画立案
（2）燃料デブリの保管システムの検討
（3）安全評価手法の開発
（4）燃料デブリの収納技術の開発
（5）収納缶の移送・保管技術の開発 等

平成 27.4.1
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 8億円（50%）

総合的な炉内状況把握の高度化
（1）炉内状況の総合的な分析・評価
（2）総合的な分析・評価 に資する燃料デブリの挙動や核分

裂生成物及び特性推定・評価
（3）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成26年度補正（H28年度実施分）
予算枠未定（H29年度実施分） 20億円（100%）

圧力容器／格納容器の
耐震性・影響評価手法の開発

（1）大規模地震時における安全シナリオの構築
（2）安全シナリオ構築のため耐震性・影響評価手法開発
（3）安全シナリオの高度化
（4）研究開発の運営

平成 28.4.18
　～平成 30.3.31

平成26年度補正（H28年度実施分）
予算枠未定（H29年度実施分） 10億円（100%）

圧力容器／格納容器の
腐食抑制技術の開発

（1）腐食抑制策の効果・影響評価
（2）燃料デブリの保管システムの検討
（3）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H28年度実施分） 10億円（50%）

燃料デブリ臨界管理技術の開発
（1）臨界評価手法の確立
（2）臨界管理技術の開発
（3）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成26年度補正（H28年度実施分）
予算枠未定（H29年度実施分） 10億円（50%）

原子炉格納容器内部調査技術の開発
（1）調査計画・開発の立案更新
（2）特定部位へのアクセス・調査装置及びシステムの開発
（3）現場実証
（4）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成 26年度補正
（H28年度実施の一部）
平成 27年度補正
（H28・H29年度実施分）

80億円（50%）

原子炉格納容器漏えい箇所の
補修技術の開発

（1）PCV水張りまでのプロセス検討及び計画
（2）PCV下部補修技術の開発
（3）PCV上部他補修技術の開発
（4）補修工法の実機適用に向けた環境改善
（5）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成 27年度補正
（H28・H29年度実施分） 60億円（50%）

原子炉格納容器漏えい箇所の
補修技術の実規模試験

（1）PCV下部補修技術の実規模試験
 ① S/C脚部補強②ベント管止水③ S/C内充填止水
（2）試験後の補強材・止水健全性確認
（3）予備シミュレーョン試験用のVR データの整備
（4）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成 26年度補正
（H28年度実施の一部）
平成 27年度補正
（H28・H29年度実施分）

40億円（100%）

原子炉圧力容器内部調査技術の開発

（1）調査計画・開発の立案 ・更新
（2）腐食抑制システムの概念設計
（3）炉心部までの調査方式開発、選定
（4）調査装置全体システムの設計と工法計画
（5）研究開発の運営

平成 28.4.1
　～平成 30.3.31

平成 27年度補正
（H28・H29年度実施分） 20億円（50%）

3
固体廃棄物の処理・処分に関する研
究開発

（1）研究開発成果の統合（処理・処分に関する基本的考え方
の提示）

（2）性状把握
（3）廃棄物の処理に関する検討及び長期保管方策の検討
（4）廃棄物の処分に関する検討 等

平成 27.4.1
～平成 29.3.31

平成 26年度補正
（H27・H28年度実施分） 20億円（100%）

※１ IRID「事業計画書」に記載されている事業　　　※２　事業費上限および補助率は、公募要領に記載の数値
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